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からの逸脱と判断した軍 は、一九六二年クーデターにより権力を握ると、一挙に社会主義化を推進した。 「ビルマ式 」の開始である。以来二六年の長きにおよび、同国では社会主義計画経済が追求された。
　「ビルマ式社会主義」思想の背景には、
植民地期の苦い経験が原体験として存在す
ると言われる。植民地期、同国の経済開発はほぼ完全な自由放任の下で進められた。例えば、 それまで湿地帯であったイラワジ ・デルタが開墾さ たのは、自由貿易によって輸出市場が出現したためである。今年五月のサイクロンで大きな被害を受けたこのデルタは、植民地時代になって、はじめて穀倉地帯へと変貌したのである。
　しかし、一九三〇年代の世界恐慌を経て、











一九八五年 八七年に「廃貨」という乱暴な措置を実施した。一九八八年、政権の無策・無謀についに国民の怒りは爆発し、民主化運動が全国を席巻した。国軍はこれを武力で弾圧して、全権を掌握したのである。● 「背水の陣」 としての貿易自由化
　このように、社会主義末期の混乱の中で







ではない。一九九七年までは、輸入の伸びが輸出のそれを大きく上回っていた。これは社会主義時代に充足されることのなかった国民の消費財への需要が対外開放後 一挙に顕在化したこと 加え、一九 〇年代央までの初期的な輸入代替工業化の進展に伴い機械設備や原材料輸入が増加 ためである。
　一方、輸出の方は一九九〇年代央に伸び































発布され、これにより一九六 の社会主義経済体制設立の根拠法が廃止された。有企業が今後とも独占する一二業種を規定した上で、それ以外 産業分野への民間企業の参入を自由化した。すなわち、民間企業活動は従来の「原則禁止」 ら「原則自由」へと転換されたのであ
　ミャンマーへの外国投資の流入は、認可
ベースで二〇〇五年度まで 累計額が一三八億一六 万ドル、件数は三九九件
である（図２） 。二〇〇五年度の急増は、タイ企業によるサルウィン川における水力ダム開発プロジェクト（投資額六〇億三〇〇〇万ドル が認可されたためである。投資国別では、 一位タイ（五三％） 、二位英国（一一％） 、三位シンガポール（一〇％） 、四位マレーシア（五％） 、五位香港（四％）の順である。上位五カ国中三カ国までがＡＳＥＡＮ諸国 あり、これら三カ国で認可累計額 約七割、件数の約四割を占める。




1980 1985 1990 1995 2000 2006
1 シンガポール 14.3% ア フ リ カ 19.7% ア フ リ カ 14.3% シンガポール 16.0% ア メ リ カ 22.4% タ イ 49.0%
2 ア フ リ カ 10.6% シンガポール 9.7% タ イ 12.0% イ ン ド 12.2% タ イ 11.8% イ ン ド 12.1%
3 日 本 9.9% 香 港 9.1% シンガポール 11.3% 中 国 11.3% ア フ リ カ 8.6% ア フ リ カ 5.8%
4 インドネシア 9.5% 日 本 8.4% イ ン ド 10.8% ア フ リ カ 9.3% イ ン ド 8.2% 中 国 5.3%
5 香 港 7.6% インドネシア 7.0% 中 国 8.1% インドネシア 8.0% 中 国 5.7% 日 本 5.1%
（出所）IMF, Direction of Trade.
表２　ミャンマーの輸入相手国ランキング
1980 1985 1990 1995 2000 2006
1 日 本 43.7% 日 本 39.0% 中 国 20.6% シンガポール 29.9% タ イ 18.3% 中 国 34.0%
2 イ ギ リ ス 8.8% イ ギ リ ス 9.1% シンガポール 17.9% 中 国 29.0% 中 国 18.0% タ イ 21.4%
3 ド イ ツ 7.4% ド イ ツ 6.7% 日 本 16.6% マ レ ー シ ア 10.8% シンガポール 15.8% シンガポール 15.8%
4 シンガポール 6.1% ア メ リ カ 6.0% ド イ ツ 4.8% 日 本 7.4% 韓 国 10.5% マ レ ー シ ア 4.6%
5 ア メ リ カ 5.0% シンガポール 5.8% マ レ ー シ ア 4.7% 韓 国 4.1% マ レ ー シ ア 8.4% 韓 国 4.0%
















の対応は、極めて内向きなものであった。軍政はマウン・エイ副議長を首班 する貿易政策委員会（ＴＣ）を設置し、貿易管理に乗り出したのである。その後、ＴＣは対外貿易のみならず、財政・金融・税制・国有企業・農業・産業等、 らゆる分野で規制強化や国家介入を図り 同国の市場経済を歪んだものとしてしまう。以降、軍政経済政策から対外開放へ向けた気運は消滅したのである。
　しかし、実を言えば、一九九七年の外貨
危機は規制強化のきっかけ 過ぎ い。なぜなら、既に述べたとおり、海底天然ガスの開発の成功によって、二〇〇六年にはミャンマーは四億五一四〇万ドル 貿易黒字を計上したか である。現在のミャンマーの対外経済部門は、外貨不足に悩まされていた一九九〇年代央とは様変わりしているのである。にもか わらず、今 も経済改革は頓挫したままである。
　筆者は、軍政が経済統制を強めているよ
り本源的な要因は、皮肉なこと がら、現政権の権力基盤の確立・強化 ある でないかと思う。現政権下で長らく 担当であったエーベル大臣は、 「外国投資法」を権力掌握後わずか三カ月で制定 と胸を張って語 ことがある。やればできる
のである。そして、軍政をやる気にさせたもの、それは危機感であった。一九八八年当時、彼らには社会主義体制のままでは国民の不満を抑えられない、そして経済が破綻してしまうという強い危機感があった。
　しかし、その後、権力の安定に伴い当時
の危機感は薄れ、それに代わって登場したのは、国軍、国有企業、官僚などが自らの既得権益の保持に汲々とする保身の姿勢であった。そうして形成されてきたの 、権力者だけが経済利権を独占する いわば 「ビルマ式市場経済」であった。現在 有名な実業家は、軍政と強いパイプを持つ政商ばかりである。二〇〇七年九月の僧侶デモの背景にも、特権階級のみが利益を享受する歪んだ市場経済に対する国民 不満があったと言われている。
　独裁的な権力を持つ軍事政権は、その気
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図２　ミャンマーへの外国直接投資
